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ご利用の手引き
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1

目 次

１．船舶共有建造制度の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２

   ２．船舶共有建造制度ご利用の条件 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   ６

   ３．建造費の支払い ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９

   ４．共有関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６

   ５．船舶共有建造制度ご利用の手続き ・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９

   ６．上乗せ要件の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２２

   ７．技術支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３２

   ８．お問合せ先 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３４



2

目 次

１．船舶共有建造制度の概要



3

１．船舶共有建造制度の概要

(1)船舶共有建造制度のスキーム

船舶共有建造制度とは

◼ 鉄道・運輸機構（以下、「機構」とい
う。）と海運事業者が共同で造船所に
船舶の建造を発注（機構が建造費の
最大70～95％を分担）

◼ 建造した船舶は、機構と海運事業者で
共有（機構と海運事業者との持分割合
は、建造費の分担割合と同一）

◼ 竣工後は、海運事業者が船舶を使用・
管理し、それに伴う費用・収益等は全
て海運事業者に帰属

◼ 海運事業者は、共有期間中、機構に船
舶使用料（建造費の機構分担額に相
当する金額と利息相当額）を支払う

◼ 共有期間満了時、海運事業者は機構
持分の残存価額（機構持分の10％）に
より船舶を買い取り、機構は全ての持
分を海運事業者に譲渡

共同
発注

海運事業者 持分
30～5％

造船所

建造

竣 工

共有

共有期間満了

鉄道・運輸機構 持分
最大70～95％

海運事業者 持分 100％

使用・管理

船舶使用料の支払

海運事業者

海運事業者

技

術

支

援



１．船舶共有建造制度の概要

(2)船舶共有建造制度の特徴

◼ 長期・固定での資金供給

◼ 原則、担保が不要 （抵当権設定に関する費用が不要） ※海運事業者持分に対する抵当権設定は可能

◼ 機構持分にかかる登録免許税は非課税 ※海運事業者持分にかかる登録免許税は必要

◼ 国の海運政策に資する船舶の建造 （ 『共有建造の対象船舶（旅客船）』 を参照）

◼ 豊富な建造実績に基づく技術支援

登録免許税 担 保 担保設定

海運事業者持分機構持分

※自己持分に対する抵当権設定は可能
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１．船舶共有建造制度の概要

(3)共有建造の対象船舶 （旅客船）

国の海運政策 対 象 船 舶

政
策
要
件

内航海運のグリーン化

環境負荷低減、物流効率化等に資す
る新技術を採用した船舶

スーパーエコシップ

LNG燃料船

二酸化炭素低減化船

先進二酸化炭素低減化船（CO2削減18％以上）

高度二酸化炭素低減化船（CO2削減12％以上）

10％低減化船

物流効率化
モーダルシフト船
（中・長距離フェリー）

高度モーダルシフト船等

地域振興

離島航路の整備に資する船舶

離島航路に準じる生活航路に就航す
る船舶

高度バリアフリー化船等

国内クルーズ船

上
乗
せ
要
件

船員雇用対策

35歳未満の若年船員を計画的に雇用する事業者の船舶

35歳未満の女性船員等を計画的に雇用する事業者の船舶

労働環境改善船

特定船舶導入計画 特定船舶導入計画の認定を受けた船舶

鉄道・運輸機構では、船舶共有建造制度を通じ、国の海運政策に資する船舶の建造を促進しています
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２．船舶共有建造制度ご利用の条件

(1)対象者・対象船舶

◼ 海上運送法に基づく一般旅客定期航路事業、もしくは旅客不定期航路事業の許可を受け
ている、または船舶貸渡業の届出を行っている法人事業者

◼ 海上運送法に基づく一般旅客定期航路事業、もしくは旅客不定期航路事業の許可を受け
た航路に使用する旅客船であること

◼ 機構の定める政策要件（P５参照）に該当すること

◼ 建造船舶の使用に関して、所轄地方運輸局長から事業計画変更の認可が得られること

対象船舶

対 象 者
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２．ご利用の条件

(2)支援確約書、及び連帯保証

◼ 離島航路の場合・・・地方公共団体から共有期間全期間における支援確約書が必要

※地方公共団体が建造する場合を除く

連帯保証

◼ 代表権を有する者全員の連帯保証が必要

※ただし、機構が定める免除基準に該当する場合は免除が可能

支援確約書
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３．建造費の支払い

(1)機構が分担する建造費の範囲

① 造船所との建造工事請負契約の金額 

② 建造工事にかかる消費税

③ 船主支給品

④ 乗出費用（（①＋③）の３％が上限）

（機  構） 建造利息、工事監督費 （建造中の工事監督をはじめ、図面審査、内定後の
契約前技術打合せ、建造中のトラブル対応などにかかる費用など）

（事業者） 機構が認めるもの

③ 船主支給品

10

① 建造工事請負契約の金額

④ 乗出費用

② 建造工事にかかる消費税
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３．建造費の支払い

(2)機構の分担割合の上限 （政策要件別分担割合及び利率の増減 【旅客船】）

政策要件（船舶の種類）
機構分担割合の上限 基準金利からの増減利率

中小企業者
中小企業者

以外
中小企業者

中小企業者
以外

旅

客

船

内航海運のグリーン化に資する船舶

環境負荷低減、物流効率化等に
資する新技術を採用した船舶

スーパーエコシップ 80％ △0.3％

LNG燃料船 80％ △0.3％

二酸化炭素低減化船

先進二酸化炭素低減化船（18％以上） 80％ △0.3％

高度二酸化炭素低減化船（12％以上） 80％ △0.2％ 0.0％

10％低減化船 80％ 70％ 0.0％

物流効率化に資する船舶

モーダルシフト船
（中・長距離フェリー）

高度モーダルシフト船 80％ 70％ △0.3％

上記以外 80％ 70％ 0.0％

地域振興に資する船舶

離島航路の整備に資する船舶 90％ △0.1％

離島航路に準じる生活航路に就航
する船舶
（バリアフリー化を要件とする）

高度バリアフリー化船 80％ △0.1％

高度バリアフリー化船以外 80％ 70％ 0.0％

国内クルーズ船 80％ 0.0％

◼ 以下の政策要件（船舶の種類）の中から１つのみを選択していただきます

◼ いずれかの政策要件に該当する必要があります
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３．建造費の支払い

(3)機構の分担割合の上限 （政策要件別分担割合及び利率の増減 【上乗せ】）

上乗せ要件（船舶の種類） 機構分担割合の上限 基準金利からの増減利率

船員雇用対策に資する船舶

35歳未満の若年船員を計画的に雇用する事業者の船舶 ※1

他の政策要件に
準ずる

△0.1％

35歳未満の女性船員等を計画的に雇用する事業者の船舶 ※2 △0.2％

労働環境改善船 △0.1％

労働環境改善船（荷役・船員作業負担軽減等設備を含む） △0.2％

特定船舶導入計画の認定を受けた船舶 ※3 他の政策要件に
＋10％ ※4 △0.2％

※1 船員確保計画の認定を有し、計画に基づいて35歳未満の船員教育機関卒業者を雇用した場合に適用が可能

※2 船員確保計画の認定を有し、計画に基づいて35歳未満の女性のほか退職自衛官、船員教育機関卒業者以外の者を雇用した場合に適用が可能

※3 特定船舶導入計画の認定を有し、計画に基づいて船舶を建造する場合に適用が可能

※4 離島航路の整備に資する船舶については＋5％

◼ 以下の上乗せ要件のいずれかに該当する場合、１つのみ選択可能です

◼ 上乗せ要件のみでは、共有建造をお受けできかねます

◼ 建造内定後は、他の要件への変更はできかねます



13

３．建造費の支払い

(4)建造費の支払い・利率決定方法

【例】 建造費（税込）：１０億円 （機構分担額：８億円 （建造費の80％） ）

契 約

支払額：1.5億円
適用利率：２.4％

起 工

支払額：1.5億円
適用利率：２.4％

進 水

支払額：2.0億円
適用利率：２.2％

竣 工

支払額：3.0億円
適用利率：２.0％

機構から造船所への建造費前払いは、機構分担額の75％以内

（この範囲で任意に設定可能）

竣工時の支払いは
機構分担額の25％以上

共有期間中の利率は、４回の支払い時の適用利率と支払額の加重平均
【上記の例】

（（2.4％×1.5億円/8億円）+（２.4％×1.5億円/8億円）+（２.2％×2.0億円/8億円）+（２.0％×3.0億円/8億円））

＝２.2％



基準利率から 最大 △0.9％軽減 が可能

上乗せ要件 【最大 △0.2％】
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３．建造費の支払い

(5)適用利率の算出方法

政策要件 【最大 △0.3％】基準利率
政策要件 基準金利からの増減

スーパーエコシップ
LNG燃料船
先進二酸化炭素低減化船
高度モーダルシフト船

△0.3％

高度二酸化炭素低減化船
△0.2％ or ±０％

※中小企業者以外の
 方は利率の軽減なし

離島航路就航船 △0.1％

共有期間
利率

固定型 見直し型

9年以内 ○.○％ ▲.▲％

9年超10年以内 ○.○％ ▲.▲％

10年超11年以内 ○.○％ ▲.▲％

11年超12年以内 ○.○％ ▲.▲％

12年超13年以内 ○.○％ ▲.▲％

13年超14年以内 ○.○％ ▲.▲％

14年超15年以内 ○.○％ ▲.▲％

15年超16年以内 ○.○％ ▲.▲％

16年超17年以内 ○.○％ ▲.▲％

17年超18年以内 ○.○％ ▲.▲％

信用リスク（注） 【最大 △0.4％】

要 件 基準金利からの増減

35歳未満の若年
船員等を計画的に
雇用する事業者が
建造する船舶

△0.2％
又は

△0.1％

船員雇用対策に資
する船舶（労働環
境改善船）

同上

特定船舶導入計
画の認定を受けた
船舶

△0.2％

基準金利からの増減

△0.4％ ～ ＋0.2％

適用利率 基準利率 政策要件 上乗せ要件 信用リスク＋＝ ＋

（注） 経営状況、建造プロジェクト等に基づき総合的に判断

＋
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３．建造費の支払い

(6)金利体系

◼ 利率は、①固定型、②見直し型、③固定型と見直し型の併用、から選択可能

◼ 金利体系は、建造決定時に決定し、以降は変更不可

金利体系 内 容 メリット 注意点

① 固定型
共有期間中の利率は固定 竣工時に利息額が確定する 早期償還する場合、解約手数

料が発生する

② 見直し型

５年間は利率固定

５年毎に利率を見直し

固定型より低利

見直し時に早期償還する場合
は解約手数料が発生しない

金利見直し時以外のタイミン
グで早期償還する場合は、解
約手数料が発生する

金利見直し時に固定型への
変更不可

③ 固定型と見直し型
の併用

機構持分を100として、
10％刻みで設定が可能

【例】 機構持分のうち
60％を固定型、
40％を見直し型

金利リスクを分散できる

見直し型分のみを早期償還
することも可能

いずれか一方を早期償還す
る場合は、その当該金利体系
の機構持分額の全額を返済
することが必要
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４．共有関係

(1)共有期間

旅 客 船

船 質 条 件 共有期間※1

鋼 船

2,000総トン以上 15年

2,000総トン未満のフェリー 11年

2,000総トン未満のフェリー以外 14年

木 船 ― 10年

軽合金船 ― 9年※2,3

強化プラスチック船 ― 7年※2

※1 上記各期間とも最長3年間の延長制度あり。その場合、機構が定めた別途基準に合致することが必要。

※2 20総トン未満で、航路補助金の交付を受ける航路に就航する船舶の共有期間は5年。

※3 軽合金旅客船（全没型の水中翼及びウォータージェット推進により船体が海面から完全に浮上した状態で高速航行
が可能な船舶）については、最長6年間の延長制度あり。この場合、機構は建造資金の70％以下の費用負担を行
い、地方公共団体が建造資金の20％以上に対し無利子貸付等の支援を行うこと及び地方公共団体から当該船舶
が就航する航路の維持、継続に関する延長後の共有期間終了までの資金的支援を含む支援確約書の提出が必要。
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４．共有関係

(2)船舶使用料、保険

船舶使用料

船舶使用料 ＝ 機構持分額の減価償却費相当額 ＋ 残存簿価に対する利息相当額

✓ 船舶使用料は、毎月25日までに、原則自動送金により機構にお支払い

（ただし、機構が定める要件に該当する場合は、電子記録債権でお支払い）

✓ 最大11か月間の据置期間の設定が可能

（据置期間中の支払いは、利息相当額のみ）

✓ 経理処理上、機構持分を含む全てを固定資産に、機構持分は長期借入金に計上

保 険

共有期間中、事業者の負担で以下の保険を付保していただきます

✓ 機構が定める船舶保険

✓ 機構及び事業者を被保険者とする船主責任保険
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５．船舶共有建造制度ご利用の手続き

(1)建造のご相談から建造契約までの流れ

①

建
造
の
ご
相
談

② 

内

定

③

技
術
・事
務
打
合
せ

④

決

定

⑤

建
造
契
約

ご契約までのスケジュールは、ご相談内容によって大きく変わりますので、時間に余裕を
持ってご相談いただきますようお願いいたします。

決
定
・協
定
・契
約
に
必
要
な
書
類
の
提
出

船
価
関
係
資
料
の
提
出

協

定

書
類
の
提
出 

・ 

審
査

概ね２か月
建造造船所

海運事業者
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５．船舶共有建造制度ご利用の手続き

(2)ご提出いただく主な書類

◼ 船舶共有建造制度のご利用にあたっては、主に以下の書類が必要です。

✓ ご提出いただく書類は、必ずしも機構が定めた様式である必要はありません。既にお手元
にある書類でも代用可能なものがあります。

✓ また、現在、船舶共有建造制度をご利用いただいている場合は、一部書類を省略すること
ができます。

✓ 必要な書類がお手元にない場合は、機構公式ウェブサイト（https://www.jrtt.go.jp）
に様式を 掲載しておりますので、必要に応じてご活用ください。
機構様式のご利用方法等については、 お気軽にお問合せください。

 最近４か年の決算報告書等
（確定申告書の写し、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書、製造原価明細、一般管理費明細、勘定科目別内訳明細書など）

 現在事項全部証明書

 造船所選定理由書

 共有旅客船建造計画書

 新造船の航路採算推移表

 航路改善協議会資料（離島補助航路事業者の場合）

 補助金交付申請書類 など



22

目 次

６．上乗せ要件の概要



23

６．上乗せ要件の概要

(1)船員雇用対策に資する船舶 （若年・女性船員等雇用事業者①）

適用要件 金利軽減※

次の要件を全て満たす海運事業者

⚫ 竣工時に、海上運送法に基づき国土交通大臣から認定を受けた「日本船舶・
船員確保計画」を有していること

⚫ 認定を受けた上記「日本船舶・船員確保計画」に基づき、以下のいずれかに
該当する船員未経験者を１人以上かつ６か月以上雇用していること

① ３５歳未満の者

② ３５歳未満の者であって、退職自衛官、女性（甲板部、機関部又は無線部
の職員又は部員に限る。）及び船員教育機関卒業者以外の者

①35歳未満の若年船員

△０．１％

②35歳未満の女性船員等

△０．２％

注1  共有契約締結時（竣工時）において、既に金利軽減の対象となる新人船員を６か月以上雇用してい
る場合は、当該船舶の竣工時に当該船員が継続雇用されていることが必要です。

注2 同一事業者が複数隻を共有建造する場合は、建造隻数と同数以上の船員を雇用することが必要です。

注3 「日本船舶・船員確保計画」の認定を受けている海運事業者の系列会社が船員配乗を行う場合は、一
定の要件を満たすことで軽減の対象となりますので、事前にご相談ください。

※ 竣工日又は雇用開始日から共

有期間中、金利軽減が受けら

れます
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６．上乗せ要件の概要

(１)船員雇用対策に資する船舶 （若年・女性船員等雇用事業者②）

＜退職自衛官＞

金利軽減 △0.2％

運航要員に限らない
（男性、女性問わず）

＜船員教育機関以外卒業者＞

金利軽減 △0.2％

一般高校、水産高校専攻科、
水産大学校卒業者等
運航要員に限らない
（男性、女性問わず）

＜船員教育機関卒業者＞

船員教育機関卒業で
運航要員の女性

金利軽減△0.2％

船員教育機関卒業で
運航要員でない女性
（司厨員等）

金利軽減 △0.1％

船員教育機関卒業の
男性

金利軽減 △0.1％

機構の金利軽減対象の詳細
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６．上乗せ要件の概要

(１)船員雇用対策に資する船舶 （若年・女性船員等雇用事業者③）

金利軽減の対象期間の例

4月 5月 6月 7月 8月 9月10月11月12月1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月10月11月12月1月 2月 3月 4月 5月

雇用
確認

【試行雇用期間】
5/1～10/31（6か月）

竣工

雇用
確認

雇用
確認

継続雇
用

竣工

ケース

④竣工後に試行雇用を行った場合

【試行雇用期間】
5/1～10/31（6か月）

雇用
確認

雇用
確認

⑤竣工後に試行雇用を行った場合

 ※雇用期間が年度を跨ぐケース

①竣工前に試行雇用
　期間が終了している場合

竣工

②竣工時が試行雇用
　期間の最中の場合

竣工

【試行雇用期間】
5/1～10/31（6か月）

竣工

③竣工時が試行雇用
　期間の最中の場合

 ※雇用期間が年度を跨ぐケース

n年度 n+1年度

雇用開始日（5/1）に遡り 金利減免

４月に遡り 金利減免

竣工日から 金利減免

【試行雇用期間】

2/1～7/31（6か月）

竣工日に遡り 金利減免

差

額

還

付

４月に遡り 金利減免

【試行雇用期間】

1/1～6/30（6か月）

差

額

還

付

差

額

還

付

差

額

還

付
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６．上乗せ要件の概要

(１)船員雇用対策に資する船舶 （若年・女性船員等雇用事業者④）

機構の金利軽減対象と国土交通省等の補助金対象要件の比較

船舶共有建造制度 利率軽減
（鉄道・運輸機構）

船員計画雇用促進助成金対象
（国土交通省）

船員計画雇用促進支援助成金
（SECOJ）

【２０２４年度版】

年
齢
等

• ３５歳未満の船員未経験者

• 運航要員に限らない
• 船員として雇用し育成を完了させること
※最大6か月の雇用確認が必要

• ４５歳未満の船員未経験者
• 40歳未満の船員経験者（別途要件あり）
• 運航要員に限る
• 船員として雇用し育成を完了させること

※最大6か月の雇用確認が必要

• ４５歳未満の船員未経験者

• 運航要員に限らない
• 船員として雇用し育成を完成させること
※最大６か月の雇用確認が必要

雇
用
計
画

金利 △０．１％軽減

■船員教育機関卒業者
（海技教育機構を含む）
（船員教育機関卒業の運航要員の女性を
除く）
（水産高校専攻科、水産大学校卒業者を除
く）

補助金 ４万円×１か月 （甲板部、無線部）
 ４万円×2か月（機関部）

■船員教育機卒業者
（海技教育機構を除く）
（船員教育機関卒業の女性を除く）
（水産高校専攻科、水産大学校卒業者を含む）

■船員経験者

補助金 ４万円×１か月 （甲板部）
 ４万円×2か月 （機関部）
 ４万円×３か月 （司厨部）

■船員教育機関卒業者
（海技教育機構を除く）
（船員教育機関卒業の女性を除く）
（水産高校専攻科、水産大学校卒業者を含む）

金利 △０．２％軽減

■船員教育機関卒業者以外
（男女問わず）
（水産高校専攻科、水産大学校卒業者を含
む）

■退職自衛官（男女問わず）

■女性
（海技教育機構を含む船員教育機関卒業
の運航要員）

補助金 ４万円×3か月
            （甲板部、無線部）

 ５万円×6か月 （機関部）
■船員教育機関卒業者以外

（男性）
（水産高校専攻科、水産大学校卒業者を除く）

■退職自衛官（男性）

■女性（補助金額は上記の２倍）
（海技教育機構を除くの運航要員）

補助金 ４万円×3か月
            （甲板部、司厨部）

 ５万円×6か月 （機関部）
■船員教育機関卒業者以外

（男女問わず）
（水産高校専攻科、水産大学校卒業
者を除く）

■退職自衛官（男女問わず）

■女性
（海技教育機構を除く船員教育機関卒業者）
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６．上乗せ要件の概要

(１)船員雇用対策に資する船舶 （労働環境改善船の設備要件の概要）

設備要件 金利軽減

必
須
要
件

労働負荷軽減設備

必須要件を全て満たす
もの

△０．１％

必須要件に加え、追加
要件を満たすもの

△０．２％

【通信設備等】

① 船陸間通信設備
② 船内ローカルネットワーク設備
③ 無線LAN（Wi-Fi）設備

【航海設備等】

④ 航海情報集約表示装置
⑤ 監視カメラ
⑥ 船舶自動識別装置
⑦ 機関データロガー

居住等環境改善措置

【騒音防止のための措置】

⑧ 次の措置が講じられていること
• 機関室で発生した騒音の遮断
• 船員室に十分な遮音性能を有する囲壁及

び扉を設置
• 発電機に防振ゴム等を設置

【暑さ対策設備】

⑨ 次のいずれかの措置を講じたもの
• 各船員室において温度調整が可能
• 船員の作業区域の上部に遮熱性能又は断

熱性能を有するものを使用
• 暴露区域の任意の場所に身体を冷却する

設備を備え付け

追
加
要
件

荷役・船員作業負担軽減等設備

次のいずれかの設備

① カーフェリー、RORO船又は自動車運搬船の
荷役設備

② 油送船又は液体化学薬品ばら積船の荷役設備
③ セメント等粉体状の貨物を運搬する船舶の荷

役設備
④ 遠隔支援システム

⑤ 出入港及び離着桟作業に使用する機器の遠隔
操作装置

⑥ 航行・荷役時に使用するバルブ操作、ポンプ発
停の遠隔操作装置

⑦ 船員育成のための居住設備
⑧ 燃料にA重油、軽油、ガソリン又は液化天然ガ

スを使用する推進用機関
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６．上乗せ要件の概要

(１)船員雇用対策に資する船舶 （労働環境改善船の必須設備要件）
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６．上乗せ要件の概要

(１)船員雇用対策に資する船舶 （労働環境改善船の追加設備要件）
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６．上乗せ要件の概要

(3)特定船舶導入計画の認定を受けた船舶 （概要）

造船事業者

「事業基盤強化計画」の作成・申請

国（国土交通大臣）

「事業基盤強化計画」の認定

海運事業者等

「特定船舶導入計画」の作成・申請
（上記の認定を受けた造船事業者と共同で作成）

国（国土交通大臣）

「特定船舶導入計画」の認定

事業基盤強化計画の認定

特定船舶導入計画の認定

計画認定を受けた造船事業者が「特定船舶」を建造

機構持分
70％～90％

事業者持分
30％～10％

船舶賃貸

機構

船舶使用料（減価償却相当部分+利息相当部分）

事業者

①従来の政策要件別の機構分担
割合から上限を＋１０％拡大

②適用利率をさらに０．２％軽減

（上乗せ要件）※
※他の上乗せ要件との重複適用はできません

「特定船舶導入計画の認定を受けた船舶」について①機構分担割合の上限の拡大及び②利率軽減を実施。

※「離島航路の整備に資する船舶」の場合、

＋５%が 上限となります。
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６．上乗せ要件の概要

(２)特定船舶導入計画の認定を受けた船舶 （制度利用上の留意点）

✓ 国土交通省への「特定船舶導入計画」の認定申請にあたっては、建造工事請負契約の締結
が必要となります。

※ 建造事業者と建造造船所の二者での建造工事請負契約でも認定申請は可能ですが、機構も含めた三者での建
造工事請負契約締結（機構所定の契約書を用います）後に国土交通省への変更認定申請が必要となります。

✓ 「特定船舶導入計画」の上乗せ要件の適用を希望する場合には、機構への共有建造申込書
にその旨を記載いただきます。なお、共有建造内定以降、他の上乗せ要件への変更はでき
かねます。

✓ 利率軽減のみの適用も可能です。

✓ 機構への申込段階であっても、「特定船舶導入計画」について国土交通省への事前相談は
可能です。

✓ 「特定船舶導入計画」の認定を受けた場合であっても、竣工時までに認定の取消しがあっ
た場合には、機構分担割合の上限の拡大及び利率軽減はできかねます。

✓ 「特定船舶導入計画」の認定を受ける場合、建造造船所が「事業基盤強化計画」の認定を
受けている必要があります。
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７．技術支援
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７．技術支援

技術スタッフによる各種サポート

計画 設計 建造
海上

試運転

竣工

保証
ドックトラブル

対策

共有期間中のトラブル対応も
お任せください

・ 航路調査

 ・ 主要目検討

 ・ 仕様書作成支援

・ 図面審査
・ 工程管理
・ 工事監督・検査

・ 試運転による性能確認
・ 各機器の作動確認
・ 騒音、振動の計測

・ 完成検査による最終確認

・ 実運航の結果に基づく
 保証工事への対応

・ 共有期間を通し、トラブル事例に対応
・ 安全運航をサポート

計画段階からサポート
いたします

◼ 豊富な建造実績をもとに、計画段階から共有期間満了まで、機構の技術スタッフによる
テクニカルサポートが受けられます。
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８．お問合せ先

機構のご相談窓口

担当課 担当地域 ※【 】内は地方運輸局等

建造支援第一課

TEL ： ０４５－２２２－９１３8

FAX : ０４５－２２２－９１５０

E-Mail ： kensoku@jrtt.go.jp

【近畿】 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県

【神戸】 兵庫県

【中国】 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県（下関市、
宇部市、山陽小野田市及び長門市は除く。）

【四国】 徳島県、香川県、愛媛県、高知県

建造支援第二課

TEL ： ０４５－２２２－９１３9

FAX : ０４５－２２２－９１５０

E-Mail ： kensoku@jrtt.go.jp

【北海道】 北海道

【東北】 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県

【関東】 茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、
神奈川県、山梨県

【北陸信越】 新潟県、富山県、石川県、長野県

【中部】 福井県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県

【九州】 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、
鹿児島県、山口県（下関市、宇部市、山陽小野田市及
び長門市）

【沖縄】 沖縄県


	スライド 0: 船舶共有建造制度 ご利用の手引き
	スライド 1: 目　次
	スライド 2: 目　次
	スライド 3: １．船舶共有建造制度の概要 (1)船舶共有建造制度のスキーム
	スライド 4: １．船舶共有建造制度の概要 (2)船舶共有建造制度の特徴
	スライド 5: １．船舶共有建造制度の概要 (3)共有建造の対象船舶 （旅客船）
	スライド 6: 目　次
	スライド 7: ２．船舶共有建造制度ご利用の条件 (1)対象者・対象船舶
	スライド 8: ２．ご利用の条件 (2)支援確約書、及び連帯保証
	スライド 9: 目　次
	スライド 10: ３．建造費の支払い (1)機構が分担する建造費の範囲
	スライド 11: ３．建造費の支払い (2)機構の分担割合の上限 （政策要件別分担割合及び利率の増減 【旅客船】）
	スライド 12: ３．建造費の支払い (3)機構の分担割合の上限 （政策要件別分担割合及び利率の増減 【上乗せ】）
	スライド 13: ３．建造費の支払い (4)建造費の支払い・利率決定方法
	スライド 14: ３．建造費の支払い (5)適用利率の算出方法
	スライド 15: ３．建造費の支払い (6)金利体系
	スライド 16: 目　次
	スライド 17: ４．共有関係 (1)共有期間
	スライド 18: ４．共有関係 (2)船舶使用料、保険
	スライド 19: 目　次
	スライド 20: ５．船舶共有建造制度ご利用の手続き (1)建造のご相談から建造契約までの流れ
	スライド 21: ５．船舶共有建造制度ご利用の手続き (2)ご提出いただく主な書類
	スライド 22: 目　次
	スライド 23: ６．上乗せ要件の概要 (1)船員雇用対策に資する船舶 （若年・女性船員等雇用事業者①）
	スライド 24: ６．上乗せ要件の概要 (１)船員雇用対策に資する船舶 （若年・女性船員等雇用事業者②）
	スライド 25: ６．上乗せ要件の概要 (１)船員雇用対策に資する船舶 （若年・女性船員等雇用事業者③）
	スライド 26: ６．上乗せ要件の概要 (１)船員雇用対策に資する船舶 （若年・女性船員等雇用事業者④）
	スライド 27: ６．上乗せ要件の概要 (１)船員雇用対策に資する船舶 （労働環境改善船の設備要件の概要）
	スライド 28: ６．上乗せ要件の概要 (１)船員雇用対策に資する船舶 （労働環境改善船の必須設備要件）
	スライド 29: ６．上乗せ要件の概要 (１)船員雇用対策に資する船舶 （労働環境改善船の追加設備要件）
	スライド 30: ６．上乗せ要件の概要 (3)特定船舶導入計画の認定を受けた船舶 （概要）
	スライド 31: ６．上乗せ要件の概要 (２)特定船舶導入計画の認定を受けた船舶 （制度利用上の留意点）
	スライド 32: 目　次
	スライド 33: ７．技術支援 技術スタッフによる各種サポート
	スライド 34: 目　次
	スライド 35: ８．お問合せ先 機構のご相談窓口

